
令和８年関市議会第１回臨時会提出予定議案 

(条例３件(専決承認３件)､補正予算１件(専決承認１件)､その他９件(専決承認１件)､合計１３件) 

承認第３号 専決処分の承認について（令和７年度関市一般会計補正予算（第１３号））

○補正額 １，１５７，３１３千円、総額 ５４，１４３，６４６千円

○令和８年３月３１日専決 

承認第４号 専決処分の承認について（関市税条例の一部を改正する条例） 

○地方税法の一部改正に伴う改正 

・軽自動車税の環境性能割を廃止し、現行の種別割を軽自動車税とするもの 

・所得割の納税義務者が、自己の同族会社である法人との合計で株式等の保有割合が

３％以上となる内国法人から支払を受ける上場株式等の配当等について、引き続き

総合課税の対象とした上で、配当割の対象とするもの 

・肉用牛の売却による事業所得に係る課税の特例について、適用期限を令和１２年度

まで延長するもの 

・再生可能エネルギー電気の利用の促進に関する特別措置法に規定する次の発電設備

に係る固定資産税の課税標準の特例措置について、その課税標準を次に定める割合

を乗じて得た額とするよう見直すもの 

・一定の太陽光発電設備、水力発電設備、地熱発電設備及びバイオマス発電設備 ２

分の１ 

・風力発電設備のうち、海洋再生可能エネルギー発電設備の整備に関する法律に規

定する認定公募占用計画において設置する旨が記載されたもの ５分の３ 

・風力発電設備（港湾法の占用の許可を受けた者が港湾区域内水域等において設置

した設備に該当する等のもの）及び地熱発電設備（上記の地熱発電設備を除いた

もの） ３分の２ 

   ・水力発電設備（上記の水力発電設備を除いたもの） ４分の３ 

  ・高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律に規定する特別特定建築物（以

下「特別特定建築物」という。）に該当する家屋のうち、政府の補助を受けて一定の

改修工事を行い、同法に規定する一定の基準に適合することにつき証明がされたもの

（以下「改修特別特定建築物」という。）に係る固定資産税額の３分の１に相当する

額を減額することとするもの 

  ・優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得に係る課税の特

例について、適用期限を令和１１年度まで延長するもの 

  ・特別特定建築物に該当する家屋に係る固定資産税の減額措置について、その対象が

改修特別特定建築物とされたことに伴い、当該減額措置を受けるための申告書の記

載事項及び添付書類を改めるもの 

  ・引用条項のずれを改めるもの 

  ・関市税条例等の一部を改正する条例（平成２６年関市条例第１７号）の一部改正（附

則第４条） 

○令和８年３月３１日専決（令和８年４月１日施行） 
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承認第５号 専決処分の承認について（関市都市計画税条例の一部を改正する条例） 

○地方税法の一部改正に伴う改正 

  ・特別特定建築物に該当する家屋のうち、改修特別特定建築物に係る都市計画税額の３

分の１に相当する額を減額することとするもの 

  ・特別特定建築物に該当する家屋に係る都市計画税の減額措置について、その対象が

改修特別特定建築物とされたことに伴い、当該減額措置を受けるための申告書の記

載事項及び添付書類を改めるもの 

  ・引用条項のずれを改めるもの 

 ○令和８年３月３１日専決（令和８年４月１日施行） 

承認第６号 専決処分の承認について（関市国民健康保険税条例の一部を改正する条例） 

○地方税法施行令の一部改正に伴う改正 

・基礎課税額の限度額を引き上げるもの 

   基礎課税額 660,000 円 → 670,000 円 

・保険税の軽減の判定に係る世帯所得金額の加算額を引き上げるもの 

保険税の軽減の判定に係る世帯所得金額の加算額（１人につき） 

５割軽減 305,000 円 → 310,000 円  

２割軽減 560,000 円 → 570,000 円 

・子ども・子育て支援納付金課税額に係るもの 

   ・賦課限度額（30,000 円）を定めるもの 

・次の軽減措置を定めるもの 

・被保険者均等割額、18 歳以上被保険者均等割額及び世帯別平等割額について、

所得階層別の軽減（7 割、5 割、2 割）について定めるもの 

・世帯内に未就学児がある場合の被保険者均等割額の減額措置について定めるも

の  

・出産被保険者に係る産前産後期間の所得割額、被保険者均等割額及び 18 歳以上

被保険者均等割額の免除について定めるもの 

・18 歳未満被保険者に係る被保険者均等割額を 10 割軽減するもの 

○令和８年３月３１日専決（令和８年４月１日施行） 

承認第７号 専決処分の承認について（関市固定資産評価員の選任）

○遠藤 英治（税務課長） 

 ○令和８年４月１日専決 

議案第４１号 工事請負契約の締結について（関市民球場スコアボード改修工事） 

○契 約 の 目 的 関市民球場スコアボード改修工事 

 ○契 約 の 金 額 ２３７，５２３，０００円 

 ○契約の相手方 株式会社土屋電気商会 

議案第４２号 工事請負契約の締結について（わかくさ・プラザ受変電設備改修工事） 

○契 約 の 目 的 わかくさ・プラザ受変電設備改修工事 

 ○契 約 の 金 額 ６６９，１８５，０００円 

 ○契約の相手方 株式会社土屋電気商会 
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議案第４３号 工事請負契約の締結について（旭ケ丘中学校長寿命化改良事業建築工事） 

○契 約 の 目 的 旭ケ丘中学校長寿命化改良事業建築工事 

 ○契 約 の 金 額 １，０９６，７００，０００円 

 ○契約の相手方 野田・山佐特定建設工事共同企業体 

議案第４４号 工事請負契約の締結について（安桜小学校留守家庭児童教室建設工事） 

○契 約 の 目 的 安桜小学校留守家庭児童教室建設工事 

 ○契 約 の 金 額 ３１９，０００，０００円 

 ○契約の相手方 青協建設株式会社 

議案第４５号 工事請負契約の変更について（わかくさ・プラザ 総合体育館等改修（建

築）工事） 

○令和７年関市議会第３回定例会において、議案第６４号として議決を経たわかくさ・

プラザ 総合体育館等改修（建築）工事請負契約の金額を変更するもの 

  ・金 額 の 変 更 293,700,000 円 → 349,217,000 円（+55,517,000 円） 

  ・変 更 の 理 由 外装、内装及び温水プールの改修範囲を拡大するため 

  ・（参考）契約の相手方 株式会社新東建設 

議案第４６号 工事請負契約の変更について（わかくさ・プラザ 総合体育館等改修（機

械設備）工事） 

○令和７年関市議会第３回定例会において、議案第６５号として議決を経たわかくさ・

プラザ 総合体育館等改修（機械設備）工事請負契約の金額を変更するもの 

  ・金 額 の 変 更 412,500,000 円 → 457,892,600 円（+45,392,600 円） 

  ・変 更 の 理 由 天井内換気ダクトの新設工事及び給気ダクトの延長工事を追加す

るため 

  ・（参考）契約の相手方 株式会社オザキ 

議案第４７号 工事請負契約の変更について（中池陸上競技場第３種公認改修工事） 

○令和７年関市議会第３回定例会において、議案第６６号として議決を経た中池陸上競

技場第３種公認改修工事請負契約の金額を変更するもの 

  ・金 額 の 変 更 247,500,000 円 → 260,307,300 円（+12,807,300 円） 

  ・変 更 の 理 由 トラック内ウレタン舗装の改修範囲を拡大するため 

  ・（参考）契約の相手方 青協建設株式会社 

議案第４８号 財産の処分について（ＧＩＧＡスクール用タブレット端末） 

○処分する財産 ＧＩＧＡスクール用タブレット端末 ７，２４５台 

 ○契 約 の 金 額 ４７，８９６，６９５円 

 ○契約の相手方 リネットジャパンリサイクル株式会社 
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１　予算の規模 （単位：千円）

補正前 補正額 補正後

52,986,333 1,157,313 54,143,646

19,041,908 0 19,041,908

9,261,205 0 9,261,205

81,289,446 1,157,313 82,446,759

２　専決補正予算の主な内容

専決第６号　関市一般会計補正予算（第１３号）

専決日　令和８年３月３１日

〇　繰越明許費　　（変更）１件

○　地方債　　　　（変更）１件　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　歳入　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

補正前 補正額 補正後

467,000 4,821 471,821

10,000 12,320 22,320

95,000 21,879 116,879

130,000 41,034 171,034

240,000 4,535 244,535

2,345,000 159,283 2,504,283

90,000 8,070 98,070

70,000 △ 12,254 57,746

130,000 △ 22,864 107,136

9,000,000 888,228 9,888,228

普通交付税

特別交付税

9,000 △ 1,121 7,879

交通安全対策特別交付金

5,224,000 10,300 5,234,300

3,066,727 5,355 3,072,082

令和８年関市議会第１回臨時会提出予定専決補正予算

（補正予算　1件）

会計の名称

(1) 一般会計

(2) 特別会計

(3) 企業会計

合　　　　　計

款

 ２　地方譲与税

地方揮発油譲与税

自動車重量譲与税

森林環境譲与税

 ３　利子割交付金

利子割交付金

 ４　配当割交付金

配当割交付金

 ５　株式等譲渡所得割交付金

株式等譲渡所得割交付金

 ６　法人事業税交付金

法人事業税交付金

 ７　地方消費税交付金

地方消費税交付金

 ８　ゴルフ場利用税交付金

ゴルフ場利用税交付金

 ９　環境性能割交付金

環境性能割交付金

 １０　地方特例交付金

地方特例交付金

新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補填特別交付金

 １１　地方交付税

 １２　交通安全対策特別交付金

 １８　寄附金

ふるさと納税　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※充当先変更

企業版ふるさと納税

 １９　繰入金

職員退職手当基金繰入金
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補正前 補正額 補正後

886,827 37,827 924,654

4,007,200 △ 100 4,007,100

52,986,333 1,157,313 54,143,646

○　歳出　 「★財源変更」は、企業版ふるさと納税の充当事業です。 （単位：千円）

補正前 補正額 補正後

9,656,434 1,157,313 10,813,747

16,379,149 0 16,379,149

1,130,373 0 1,130,373

8,784,716 0 8,784,716

52,986,333 1,157,313 54,143,646

【資料】

〇基金の状況 （単位：千円）
令和７年度

積立額
令和７年度

取崩額
令和７年度末
現在高見込

Ｂ Ｃ Ａ＋Ｂ－Ｃ

3,918,745 3,048,489 40,311,418

1,598,238 0 17,690,744

10,880 200,000 1,774,682

1,609,118 200,000 19,465,426

2,309,627 2,848,489 20,828,992

0 0 17,000

2,309,627 2,848,489 20,845,992

148,974 258,192 2,352,887

4,067,719 3,301,326 42,664,305
＊基金ではない「財産区積立金」を除く。

款

 ２１　諸収入

水道事業退職手当負担金

下水道事業退職手当負担金

市町村振興協会交付金

 ２２　市債

中学校屋内運動場改修事業

歳　入　合　計

款

  ２　総務費

退職手当

企業版ふるさと納税支援サービス手数料

財政調整基金積立金

  ３　民生費

私立保育所給食費助成事業補助金　　　　　　　　　　　　　　　　　　　★財源変更

  ６　商工費

中小企業就労環境整備事業補助金（労働力確保のための職場環境整備費）　★財源変更

  ９　教育費

中学校屋内運動場空調設備設置工事　　　　　　　　　　　　　　　　　　★財源変更

図書館管理運営業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※財源変更

文化会館管理運営業務委託　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※財源変更

歳　出　合　計

基金の名称

令和６年度末
現在高

Ａ

一 般 会 計 39,441,162

財 政 調 整 基 金 16,092,506

減 債 基 金 1,963,802

（ 小 計 ） 18,056,308

特 定 目 的 基 金 21,367,854

定 額 運 用 基 金 17,000

（ 小 計 ） 21,384,854

特 別 会 計 2,462,105

合　　　　　計 41,903,267
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○市債の状況 （単位：千円）
令和７年度中

借入額
令和７年度中
元金償還額

令和７年度末
現在高見込

Ｂ Ｃ Ａ＋Ｂ－Ｃ

4,007,100 3,392,018 26,646,860

3,100 32,744 88,843

3,100 32,744 88,843

979,500 1,576,359 11,735,486

241,400 484,797 4,455,924

738,100 1,091,562 7,279,562

4,989,700 5,001,121 38,471,189

区　　　分

令和６年度末
現在高

Ａ

一 般 会 計 26,031,778

特 別 会 計 118,487

国 民 健 康 保 険 事 業 118,487

企 業 会 計 12,332,345

水 道 事 業 4,699,321

下 水 道 事 業 7,633,024

合　　　　　計 38,482,610
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